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日高森林計画区の第四次地域管理経営計画の変更について

【変更理由】

次の理由から国有林野管理経営規程（平成１１年農林水産省訓令第２号）第６条第８項

に基づき変更するものである。

１ 日高山脈森林生態系保護地域（旧称:日高山脈中央部森林生態系保護地域）及び大

雪・日高緑の回廊の拡充等のための設定案等に基づき、機能類型区分及び伐採総量及

び更新総量等を変更する。

なお、本変更計画は、平成２３年４月１日から適用する。

【変更項目及び頁】

１ 国有林野の管理経営に関する基本的な事項

（１）国有林野の管理経営の基本方針

ウ 持続可能な森林経営の実施方向 （5）1

エ 政策課題への対応 （9）1

（２）機能類型に応じた管理経営に関する事項

イ 機能類型ごとの管理経営の方向 （10）2

① 水土保全林における管理経営に関する事項 （11）2

② 森林と人との共生林における管理経営に関する事項 （12）3

（４）主要事業の実施に関する事項

ア 伐採総量 （15）3

イ 更新総量 （16）4

２ 国有林野の維持及び保存に関する事項

（３）特に保護を図るべき森林に関する事項 （18）4

別冊「各機能類型に応じた管理経営の指針」

Ⅲ 機能類型ごとの管理経営の指針

２ 森林と人との共生林

（１）森林維持タイプ

オ 保護林の取扱い

（ア）森林生態系保護地域 （7）1

カ 緑の回廊の取扱い （8）2

注：１ （ ）書は、変更前の地域管理経営計画書の頁である。

２ 本文については、変更等を行う項目に係る部分を掲載しており、文中の下線部等

が変更・追加等の箇所である。



１ 国有林野の管理経営に関する基本的な事項

（１）国有林野の管理経営の基本方針

ウ 持続可能な森林経営の実施方向

① 生物多様性の保全

【現行計画】

(ｲ) 森林生態系保護地域等の保護林及び緑の回廊については、生物多様性の保

全を図るとともに、優れた森林生態系を一体的かつ効率的に保全していくた

め、本森林計画区に所在する日高山脈中央部森林生態系保護地域及び大雪・

日高緑の回廊等の再編・拡充を検討する。

【変更計画】

(ｲ) 森林生態系保護地域等の保護林及び緑の回廊については、生物多様性の保

全を図るとともに、優れた森林生態系を一体的かつ効率的に保全していくた

め、本森林計画区に所在する日高山脈森林生態系保護地域及び大雪・日高緑

の回廊の拡充等を行い、モニタリングを実施するなどにより、的確な維持・

保存に努める。

なお、⑥の「社会の要望を満たす長期的、多面的な社会・経済的便益の維持及び

増進」にも同一の記述があるが、上記の変更内容と同じである。

エ 政策課題への対応

森林との共生

【貴重な森林の保全・整備】

【現行計画】

② 生物多様性の保全を図るとともに、優れた森林生態系を一体的かつ効率的に

保全していくため、本森林計画区に所在する日高山脈中央部森林生態系保護地

域及び大雪・日高緑の回廊等の再編・拡充を検討する。

【変更計画】

② 生物多様性の保全を図るとともに、優れた森林生態系を一体的かつ効率的に

保全していくため、本森林計画区に所在する日高山脈森林生態系保護地域及び

大雪・日高緑の回廊の拡充等を行い、モニタリングを実施するなどにより、的

確な維持・保存に努める。
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（２）機能類型に応じた管理経営に関する事項

イ 機能類型ごとの管理経営の方向

【現行計画】

（単位：ha）

国有林野面積 水 土 保 全 林 森林と人との共生林 資源の循環利用林 そ の 他

２３３，８１６ １６４，７８１ ６８，７０４ ３３０ １

（１００） （ ７０） （ ３０） （ －） （ －）

注：１ （ ）書きは構成比（％）

２ 「その他」は、国民の福祉のための考慮に基づき森林経営の用に供されない森林原野。

【変更計画】

（単位：ha）

国有林野面積 水 土 保 全 林 森林と人との共生林 資源の循環利用林 そ の 他

２３３，８１６ １４８，２８９ ８５，１９５ ３３０ １

（１００） （ ６３） （ ３６） （ －） （ －）

注：１ （ ）書きは構成比（％）

２ 「その他」は、国民の福祉のための考慮に基づき森林経営の用に供されない森林原野。

① 水土保全林における管理経営に関する事項

水土保全林の面積

【現行計画】
（単位：ha）

区 分 国土保全タイプ 水源かん養タイプ 計

面 積 ６７，２０５ ９７，５７６ １６４，７８１

【変更計画】

（単位：ha）

区 分 国土保全タイプ 水源かん養タイプ 計

面 積 ５４，０４５ ９４，２４４ １４８，２８９
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② 森林と人との共生林における管理経営に関する事項

森林と人との共生林の面積

【現行計画】

（単位：ha）

区 分 自然維持タイプ 森林空間利用タイプ 計

うち保護林 うちレク森

面 積 ６４，９３１ ３５，０８１ ３，７７３ ２，３２２ ６８，７０４

【変更計画】

（単位：ha）

区 分 自然維持タイプ 森林空間利用タイプ 計

うち保護林 うちレク森

面 積 ８２，５３５ ７４，３２１ ２，６６１ ２，１５９ ８５，１９５

（４）主要事業の実施に関する事項

ア 伐採総量

【現行計画】
（単位：㎥、ha）

区 分 主 伐 間 伐 臨時伐採量 計

材 積 ９，７７９ ３０５，１３９ １５，０００ ３２９，９１８

（１０，８５６）

注：（ ）は、間伐面積である。

【変更計画】
（単位：㎥、ha）

区 分 主 伐 間 伐 臨時伐採量 計

材 積 ８，８０４ ３０５，１３９ １５，０００ ３２８，９４３

（１０，８５６）

注：（ ）は、間伐面積である。
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イ 更新総量

【現行計画】
（単位：ha）

区 分 人工造林 天然更新 計

面 積 ８９ ２０８ ２９８

【変更計画】
（単位：ha）

区 分 人工造林 天然更新 計

面 積 ８９ １６４ ２５３

２ 国有林野の維持及び保存に関する事項

（３）特に保護を図るべき森林に関する事項

【現行計画】

（略）

なお、生物多様性の一層の保全を図るとともに、優れた森林生態系を一体的かつ効

率的に保全していくため、本計画区に所在する日高山脈中央部森林生態系保護地域と

大雪・日高緑の回廊等の再編・拡充を検討する。

保護林

種 類 箇所数 面積（ha）

森林生態系保護地域 １ ３４，９５２．８５
森林生物遺伝資源保存林 － －
林木遺伝資源保存林 ８ ７５．２２
植物群落保護林 ２ ５３．１７
特定動物生息地保護林 － －
特定地理等保護林 － －
郷土の森 － －

総 数 １１ ３５，０８１．２４

緑の回廊

名 称 延長（km） 面積（ha）

大雪・日高緑の回廊 ２７ ３，９８８．３０
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【変更計画】

（略）

なお、生物多様性の一層の保全を図るとともに、優れた森林生態系を一体的かつ効

率的に保全していくため、本計画区に所在する日高山脈森林生態系保護地域と大雪・

日高緑の回廊の拡充等を行い、モニタリングを実施するなどにより、的確な維持・保

存に努める。

保護林

種 類 箇所数 面積（ha）

森林生態系保護地域 １ ７４，１９２．６９
森林生物遺伝資源保存林 － －
林木遺伝資源保存林 ８ ７５．２２
植物群落保護林 ２ ５３．１７
特定動物生息地保護林 － －
特定地理等保護林 － －
郷土の森 － －

総 数 １１ ７４，３２１．０８

緑の回廊

名 称 延長（km） 面積（ha）

大雪・日高緑の回廊 － －
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別冊（日高森林計画区）

各機能類型に応じた管理経営の指針

北海道森林管理局
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Ⅲ 機能類型ごとの管理経営の指針

２ 森林と人との共生林

（１）自然維持タイプ

オ 保護林の取扱い

（ア）森林生態系保護地域

【現行計画】

ⅰ 保存地区の森林については、原則として人手を加えずに自然の推移に委ね

る。

ⅱ 保全利用地区の森林については、原則として保存地区と同質の天然林とし

て、木材生産を目的とする森林施業は行わない。

ⅲ 保全利用地区においては、自然条件等に応じて、森林の教育的利用、大規

模な開発行為を伴わない森林レクリエーションの場として活用を行うものと

し、このために必要な道路、建物等の施設は、保全利用地区の設定趣旨に反

しない範囲で設置することができる。

【変更計画】

ⅰ 保存地区の森林については、原則として人手を加えずに自然の推移に委ね

る。

ⅱ 保全利用地区の森林については、保存地区の森林に外部からの影響を直接

及ぼさない緩衝の役割を果たすものであり、木材生産を目的とする森林施業

は行わないものとする。

ただし、人工林においては天然林への移行を図るための複層林施業等がで

きるものとする。

また、枯損木及び被害木の伐倒、搬出については、入林者の安全の確保等

のため真に必要なものに限り、その他は原則として自然の推移に委ねるもの

とする。

また、森林の教育的利用、森林レクリエーションの場として必要な道路、

建物等の施設は、保全利用地区の設定趣旨に反しない範囲で設置することが

できるものとする。

ⅲ 森林生態系保護地域の状況を的確に把握し、今後の適切な保全・管理に反

映するため、原則として５年に一度、モニタリング調査を実施するとともに、

モニタリング調査の結果については、植生保護・回復や外来種対策など必要

な対策を講じるなど森林生態系保護地域の保全・管理に適切に反映させる。

ⅳ ⅰからⅲにかかわらず、次に掲げる行為については必要に応じて行うこと

ができる。

ア 生物遺伝資源の利用に係る行為等、学術研究その他公益上の事由により

必要と認められる行為

イ 非常災害のため応急措置として行う次の行為

① 山火事の消火等

② 大規模な林地崩壊、地すべり等の災害の復旧措置



- 指針2 -

ウ 標識類の設置等

エ 既存の林道、歩道（登山道）等の維持修繕

オ エゾシカ対策

カ 植生保護・回復及び外来種対策

キ その他法令等の規定に基づき行うべき行為

ⅴ エゾシカ対策については、森林生態系保護地域の植生に与える影響が著し

い場合又は地域経済への影響が著しく地元自治体等から対応を求められ、か

つ森林生態系保護地域で捕獲等を行う必要がある場合に限り、希少猛禽類等

の生息に捕獲活動が与える影響について学識経験者から意見を聴いた上で、

法令に基づく許可による捕獲等の受け入れ又は狩猟期間内における狩猟可能

区域の設定等について関係機関との調整を図る。

ⅵ 保存地区においては、自然の改変をもたらさない範囲で登山等森林レクリ

エーション活動等を行うことができる。

これに加え、保全利用地区においては、自然的条件等に応じて、森林の教

育的利用、大規模な開発行為を伴わない森林レクリエーションの場としての

活動が行えるものとする。
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カ 緑の回廊の取扱い

【現行計画】

（ア）野生生物の移動や休息・採餌等の緑の回廊としての機能の発揮を図るため、

次により維持・整備するものとする。

ⅰ 現況が緑の回廊としての機能の発揮にふさわしい林分内容となっている場

合については、適切にその維持を図る。

ⅱ ⅰ以外で森林整備の必要がある場合においては、植生の状態に応じて、下

層植生の発達や裸地化の抑制を図ることとし、緑の回廊全体として、針葉樹

や広葉樹に極端に偏らない樹種構成、林齢、樹冠層等の多様化を図るための

森林施業を実施する。

（イ）管理に当たっては、貴重な野生生物の保護のための巡視を行うとともに、普

及啓発を実施するほか、森林環境教育の場としての活用等を図る。

（ウ）施設の整備については、野生生物の生息・生育環境に配慮しつつ、その保護

のための観察施設や国土保全上必要な治山施設を整備する。

（エ）緑の回廊においては、野生生物の移動実態や森林施業との因果関係等を把握

するため、モニタリングに努める。

【変更計画】

緑の回廊については、特定の機能類型に区分されるものではないが、野生生

物の生息や移動にとって良好な状態になるよう、森林の種類に応じて以下のと

おり、維持・整備を適切に実施することとし、実施に当たっては、貴重な野生

生物の繁殖に影響がないよう時期に配慮する。

（ア）伐採に関する事項

次の各項に基づき、間伐等を行い、多様な樹種や複数の階層からなる天然林

へ誘導を図る。また、主伐の実施に当たっては保護樹帯を十分に設けるなどし

て、貴重な野生生物等の生息・生育及び移動のための環境の確保に努める。

ⅰ 人工林

① 伐採を行う場合は、原則として、択伐又は複層伐とすることとし、皆伐

を行う場合は、伐区を小規模かつ分散させるとともに伐期の長期化に努め

る。

② 伐採箇所の選定に当たっては、野生生物の生息・生育地、営巣木や採餌

木の周辺、野生生物の移動経路等への影響が大きい箇所は避ける。

③ 伐採の実施に当たっては、貴重な野生動物の繁殖に影響がないよう時期

に配慮する。

④ 森林性野生動物の保護を図るため、営巣、餌場、隠れ場として重要な樹

洞等がある巨木、古木は保残するとともに、倒木、枯損木は巡視等の森林

の管理において危険等の支障がない限り保残する。

⑤ 希少猛禽類が小動物を捕獲するのに適した採餌環境を確保するためなど

必要な場合には、小規模な伐採を行う。

ⅱ 天然林
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（原生的な天然林等）

原生的な森林生態系を維持するため、保護林に準じて原則として人手を加え

ず、自然のままの状態で保存する。

（人手が加わっている天然林）

上記ⅰ②から⑤に基づき、樹種の多様化や階層の複層化を図るため、森林の

構成に配慮した択伐等を行う。

（イ）更新・保育に関する事項

ⅰ 更新は、稚幼樹の発生状況などに留意して画一的に行わないようにし、必

要に応じてほ乳類、鳥類が好む果実をつける広葉樹の植栽を行う。

ⅱ 人工林の下刈りや除伐は画一的に実施せず、侵入木や下層植生の保残育成

に努める。また、野生動物の餌となるヤマブドウ等については、植栽木の成

長の支障とならない範囲で保残に努める。

（ウ）巡視

巡視に当たっては、特に野生生物の生息・生育状況及び環境の把握に努める

とともに、一般の入林者に対する普及啓発に努める。

（エ）林地開発の規制

緑の回廊については、原則として林地の開発を行わない。

ただし、公用、公共用など公益性の高いものについては、「緑の回廊」への

影響度合いや動物の移動経路の確保、事故防止対策などを総合的に検討して対

応する。

（オ）動物の保護

緑の回廊の植生に与える影響が著しい場合又は地域経済への影響が著しく地

元市町村等から対応を求められ、かつ緑の回廊で捕獲等を行う必要がある場合

に限り、希少猛禽類等の生息に捕獲活動が与える影響について学識経験者から

意見を聴いた上で、法令に基づく許可による捕獲等の受け入れ又は狩猟期間内

における狩猟可能区域の設定等について関係機関との調整を図る。

（カ）自然教育・体験の場としての活用

緑の回廊について国民の理解を深めるため、野生生物の生息・生育に悪影響

を及ぼさないよう配慮しながら看板の設置等を行う。また、地域の要望等を踏

まえ、必要に応じてインストラクターの活用を図り、自然教育・体験の場とし

て活用する。

（キ）施設の整備

林道等の路網、治山施設、観察施設等の設置に当たっても、野生生物の生息

・生育環境に悪影響を及ぼすことがないよう配慮する。



- 指針5 -

（ク）モニタリングに関する事項

緑の回廊の整備や管理等を適切に行うため、次によりモニタリングを実施す

る。

ⅰ 実施体制

モニタリングの実施に当たっては、全国的な手法の検討状況を踏まえて行

うこととし、学術的知見を有する試験研究機関等の協力を得るとともに、必

要に応じて自然保護団体、地域住民等の協力を得る。

ⅱ 結果の活用

モニタリングの結果得られた知見に基づき、緑の回廊の整備や管理等を適

切に行うとともに、北海道の関係部局、大学、研究機関への情報提供にも努

める。




